
資料２－３ 

鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律 鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律施行規則 

 

（鳥獣保護管理事業計画）  

第四条  都道府県知事は、基本指針に即して、当該都道府県知事が行う鳥獣保護管理

事業の実施に関する計画（以下「鳥獣保護管理事業計画」という。）を定めるものとす

る。  

２  鳥獣保護管理事業計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。  

一  鳥獣保護管理事業計画の計画期間 

二  第二十八条第一項の規定により都道府県知事が指定する鳥獣保護区、第二十九

条第一項に規定する特別保護地区及び第三十四条第一項に規定する休猟区に関す

る事項  

三  鳥獣の人工増殖（人工的な方法により鳥獣を増殖させることをいう。以下同じ。）

及び放鳥獣（鳥獣の保護のためにその生息地に当該鳥獣を解放することをいう。以

下同じ。）に関する事項  

四  第九条第一項の許可（鳥獣の管理の目的に係るものに限る。）に関する事項  

五  第三十五条第一項に規定する特定猟具使用禁止区域及び特定猟具使用制限区

域並びに第六十八条第一項に規定する猟区に関する事項  

六  第七条第一項に規定する第一種特定鳥獣保護計画を作成する場合においては、

その作成に関する事項  

七  第七条の二第一項に規定する第二種特定鳥獣管理計画を作成する場合におい

ては、その作成に関する事項  

八  鳥獣の生息の状況の調査に関する事項  

九  鳥獣保護管理事業の実施体制に関する事項  

３  鳥獣保護管理事業計画においては、前項各号に掲げる事項のほか、鳥獣保護管理

事業に関する普及啓発に関する事項その他鳥獣保護管理事業を実施するために必要

な事項を定めるよう努めるものとする。  

４  都道府県知事は、鳥獣保護管理事業計画を定め、又はこれを変更しようとするとき

は、あらかじめ、自然環境保全法（昭和四十七年法律第八十五号）第五十一条の規定

により置かれる審議会その他の合議制の機関（以下「合議制機関」という。）の意見を

聴かなければならない。  

５  都道府県知事は、鳥獣保護管理事業計画を定め、又はこれを変更したときは、遅滞

なく、これを公表するよう努めるとともに、環境大臣に報告しなければならない。  

 

   （対象狩猟鳥獣の捕獲等の禁止又は制限）  

第十二条  環境大臣は、国際的又は全国的に特に保護を図る必要があると認める対象

狩猟鳥獣がある場合には、次に掲げる禁止又は制限をすることができる。  

一  区域又は期間を定めて当該対象狩猟鳥獣の捕獲等を禁止すること。  

二  区域又は期間を定めて当該対象狩猟鳥獣の捕獲等の数を制限すること。  

三  当該対象狩猟鳥獣の保護に支障を及ぼすものとして禁止すべき猟法を定めて

これにより捕獲等をすることを禁止すること。  

２  都道府県知事は、当該都道府県の区域内において特に保護を図る必要があると認

める対象狩猟鳥獣がある場合には、前項の禁止又は制限に加え、同項各号に掲げる

禁止又は制限をすることができる。  

３  前二項の場合において、第一項第二号に掲げる制限をするために必要があると認

められるときは、環境大臣又は都道府県知事は、当該対象狩猟鳥獣の捕獲等につき

あらかじめ承認を受けるべき旨の制限をすることができる。  

４  都道府県知事は、第二項の禁止若しくは制限若しくは前項の制限をし、又はこれらを

変更しようとするときは、環境大臣に届け出なければならない。  

５  第九条第一項の許可を受けた者又は従事者は、第一項若しくは第二項の規定によ

る禁止若しくは制限又は第三項の規定による制限にかかわらず、当該許可に係る捕

獲等をすることができる。  

６  第二条第十項の規定は第一項の規定による禁止若しくは制限又は第三項の規定に

より環境大臣がする制限について、第四条第四項及び第七条第五項の規定は第二項

の規定による禁止若しくは制限又は第三項の規定により都道府県知事がする制限に

ついて準用する。  

 
   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


